
令和８年度 いじめ認知と問題への対応フローチャート 

～全職員でいじめ解消にむけて取り組む～ 

      新潟県立吉田特別支援学校（令和８年３月改訂） 

【いじめの疑い】 

・本人、保護者からの訴え ・他児童生徒からの訴え ・教師の気付き ・教育相談など 

 

【一人で抱え込まず報告する】 

① 教頭 ②学部主事・学部生徒指導 ③生徒指導主事（いじめ対策推進教員） ④関係職員 

＊タイムラグがないようにその日のうちに上記職員間で共通理解を図る 

             【初期対応】 

     【管理職】         ・複数職員による当該児童生徒、保護者 

      校長・教頭＊１        職員への聞き取り、報告 

                                         

【いじめ等防止対策委員会の開催・いじめの認知】 

・関係職員（委員、聞き取った職員）の招集 ・情報共有 ・迅速な判断が必要な場合は         

管理職関係職員で一時判断 ＊認知なしの場合も注視していく 

 

【報告（管理職・資料作成 いじめ対策推進教員】 

・教育委員会（認知より５日以内） 

 

【児童生徒・保護者への対応】          【職員会議】 

① いじめを受けた児童生徒の心のケア、フォロー ・いじめ事案について報告と共通理解 

② 保護者との情報共有、相談、支援 

③ いじめを行った児童生徒やその保護者への指導   【状況確認】 

支援                      ①学部主事・学部生徒指導 

④ いじめを傍観していた児童生徒への指導      ②生徒指導主事・いじめ対策推進教員 

支援                      ③関係職員 

                        ＊タイムラグがないように、その日 

のうちに共通理解しておく 

【継続的支援・観察】         

 【報告（管理職・資料作成 いじめ対策推進教員】 

【いじめ等防止対策推進委員会】     ・教育委員会（毎月） 

いじめの解消/未解消の判断＊２ 

 

【職員会議】・いじめの解消状況の報告と、再発防止に向けた共通理解の形成 

・上記のフローチャートを基本に事実確認や報告を行う。また、学校・家庭・関係機関が連携し、

早期にいじめ解消に向けた取組を行う。 

・関係資料（学校生活アンケート、教育相談記録、聞き取り等のメモなど）は５年間保存 

＊１ 校外からのいじめや犯罪につながるよう行為の場合は、警察や関係機関にも連絡する。 

＊２ 少なくてもいじめに係わる行為が３か月止んでおり、かついじめを受けた生徒が心身の苦痛

を感じていない場合、いじめが解消されたとみなす。 


